
「人材確保のしやすさ」と「定着の良さ」は正社員雇用を推進している企業が期待し、実感している大きな

メリットです。人材基盤の強化を図るためにも、正社員雇用をご検討ください。

＜最新の雇用失業情勢ﾃﾞｰﾀ＞ 令和　５　年　７　月分

有効求人倍率 相双地区 倍

(新規求人倍率 相双地区 倍

専門・技術的
3.39倍！
介護関係
2.96倍！

サービス
2.55倍！
福祉関係
2.46倍！

2.42

20 1

1.00
11

ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者
がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

95 90
23 2226 73

0 93 0

1.00

１．３８ （前月比 ＋０．０３ ポイント）

２．１５ （前月比 －０．０３ ポイント）
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3.2421 1521

62 36
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　接客・給仕

　自動車運転等
　建設機械運転等

I  輸送・機械運転

0
93

210
92

0

90
0

174

242
261

　建築・土木技術者
　看護師等

285
240

　商品販売
　営業

　飲食物調理

D 販売

3.50
86187

124 95
(福祉関連) 203

C 事務的 200

2.95 2.46
18 2.96
35

　〈うち介護関係〉 188 181

 Front Line（フロントライン）とは「最前線」という意味です。相双地区は東日本大震災・原発事故の被災地であり、
 日本の雇用の最前線であることから、その状況をわかりやすく伝える情報誌として、このような名称としました。
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0 0 9
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1 3
　　職　　業　　計 232 214 107 93 2,285

【千円】 【千円】 【十円】 【十円】 【人】 【人】

パートタイム フルタイム パートタイム

平均賃金 希望賃金 平均賃金 希望賃金

（紹介月報（様式4号））

フ　ル　タ　イ　ム パ　ー　ト　タ　イ　ム 有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率
新規求人

210

138

37

26

35

 ハローワーク相双 ・ 相馬 ・ 富岡

新規求職 新規求人 新規求職 フルタイム
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8 20
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236 0 477
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109 110
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202

介護関係
3.5倍

108
29

104

パートタイム フルタイム

専門・技術的
2.13倍

保 安
6倍

建設・採掘
3.5倍

専門・技術的
2.13倍

サー ビス
2.55倍

職業別賃金情報 及び 職業別バランスシート（臨時求人を除く）
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4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

545 661 755 622 499 492 465 471 480 405 354 538 575 660 702 542 525 498

1,182 1,296 1,268 1,102 1,197 1,268 1,170 1,160 1,214 1,161 1,575 1,364 1,110 1,215 1,251 952 1,143 1,069

4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

1,925 2,177 2,333 2,403 2,238 2,180 2,132 2,110 2,030 1,969 1,858 1,949 2,135 2,407 2,453 2,406 2,343 2,245

3,456 3,494 3,449 3,389 3,353 3,363 3,474 3,414 3,366 3,382 3,750 3,909 3,668 3,569 3,384 3,123 3,138 3,104

職業紹介状況報告（様式1号）より集計　　

4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

全国 1.21 1.23 1.24 1.25 1.27 1.28 1.31 1.32 1.34 1.35 1.36 1.35 1.34 1.32 1.32 1.31 1.30 1.29

福島県 1.39 1.38 1.39 1.40 1.40 1.41 1.47 1.47 1.46 1.44 1.46 1.49 1.43 1.37 1.39 1.40 1.40 1.39

相双 1.80 1.60 1.48 1.41 1.50 1.54 1.63 1.62 1.66 1.72 2.02 2.01 1.72 1.48 1.38 1.30 1.34 1.38

＜最新の雇用失業情勢ﾃﾞｰﾀ＞ 令和　５　年　７　月分

有効求人倍率 相双地区 倍 （前月比

全国 倍 （前月比

福島県 倍 （前月比

完全失業率 全国 ％ （前月比

完全失業者数 全国 万人 （前月比

新規求職申込件数

新規求人数

１．３８ ＋０．０３ ポイント）

月間有効求人数

月間有効求職者数

ポイント）

１．３９

１．２９

ポイント）

－０．０１

－０．０１

完全失業率・完全失業者数は季節調整値となる。出典は総務省統計局「労働力調査」

１８３

ポイント）

万人）

　　　　　　　　　　　　　（注）全国及び福島県の月間有効求人倍率は季節調整値、相双は原数値となる。 （福島労働局公表）

２．７

　　　　　　　　　　　　　　　　季節調整値は毎年1回（1月データ公表時）、過去にさかのぼって見直しが行われる。
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4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 4年 5年 5年 5年 5年 5年 5年 5年
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

　　就職件数 179 314 252 237 200 195 193 227 162 204 152 160 183 344 292 233 232 219

　　うち常用 160 297 245 222 190 181 182 213 151 192 133 142 171 323 269 218 215 200

合計　　　　　　　 2,335人

100%

0.6%

336人

14.4%

15.3%

33人

1.5%

57人

319人

14.3%

11.9%

10人

1.5%

▲ 54.5%

17人

5.3%

6.8%

マ
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「
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ー
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ス

」

４０　～　４９歳

５０　～　５９歳

６０歳　～

477人

　（紹介月報（様式7号））

管内の雇用保険業務取扱状況       令和5年7月分

0.8%

534人

有効　常用求職者数　（パートを含む　常用のみ）

15人

28.6%

667人

22.9%

▲ 19人

27人

0.9%

▲ 1人

29.5%

３０　～　３９歳

17.9%

399人

15.4%

342人

▲ 0.3%

▲ 18人

▲ 4.2%

▲ 5人

357人

 ～　１９歳

２０　～　２９歳

657人

21.4%

18.2%

426人

5人

7.1%

34人

▲ 1.2%

前年同月

0人▲ 18人

▲ 3.6%

▲ 64人

▲ 9.6%

0.0%

3人

4.4%

15人

前月

▲ 99人108人

増　　減

2,227人

100%

対　前　月　比

R04年6月

6.3%

21人

8.0%

25人

▲ 48.3%

▲ 14人

管 内 の 月 別 就 職 件 数 の 推 移

年 代 別 有 効 求 職 者  分 布 状 況

対前年同月

当月

増　　減

66人

対前年同月

R05年6月

当月

2,236人

594 425 169
受 給 資 格 決 定 件 数 116 61 55
受 給 者 実 人 員 479 239 240

被 保 険 者 数 37,064 23,750 13,314
資 格 取 得 者 数 589

計 男 女

適 用 事 業 所 数 3,090 -

再 就 職 手 当 支 給 人 員

100%

58 34 24
再就職手当支給金額（千円） 21,439 12,745

412 177

481人515人

全体に対する割合

8,694

支 給 金 額 （ 千 円 ） 59,897 32,936 26,960

-

資 格 喪 失 者 数

27.6%

408人

19.0%18.2%

15.9%

413人

598人603人

22.2%23.0%

年齢

R04年7月R05年7月

100%

2,170人

335人356人

314人339人

14.5%

※支給金額は千円未満を切り捨てています。
このため本月計とは一致しないことがありま
す。
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若者の採用・育成に積極的で、若者の雇用管理の状況などが優良な中小
企業（常時雇用する労働者が300人以下の事業主）を、若者雇用促進法に
基づき厚生労働大臣が「ユースエール認定企業」として認定しています。

認定した企業の情報発信を後押しすることなどで、企業が求める人材の
円滑な採用を支援し、求職中の若者とのマッチング向上を図ります。

若者の採用・育成に積極的で
雇用管理の優良な中小企業を応援します！

若者の採用・育成に積極的な中小企業の皆さまへ

Ａ

１
ハローワークなどで
重点的ＰＲを実施

「わかものハローワーク」や「新卒応援ハローワーク」などの支援拠点で
認定企業を積極的にＰＲすることで、若者からの応募増が期待できます。
また、厚生労働省が運営する、若者の採用・育成に積極的な企業などに
関するポータルサイト「若者雇用促進総合サイト」などにも認定企業として
企業情報を掲載しますので、貴社の魅力を広くアピールすることができます。

2
認定企業限定の就職面接会
などへの参加が可能

各都道府県労働局・ハローワークが開催する就職面接会などについて
積極的にご案内しますので、正社員就職を希望する若者などの求職者
と接する機会が増え、より適した人材の採用を期待できます。

3
自社の商品、広告などに
認定マークの使用が可能

認定企業は、ユースエール認定マーク（右）を、商品や広告
などに付けることができます。認定マークを使用することに
より、ユースエール認定を受けた優良企業であるということ
を対外的にアピールすることができます。

４
日本政策金融公庫による
融資制度

株式会社日本政策金融公庫（中小企業事業）において実施している「働き方
改革推進支援資金（企業活力強化貸付）」を利用する際、基準利率から－
0.60％での融資を受けることができます。

※ 基準利率は、令和５年３月１日現在（期間5年以内）で中小企業事業1.20％です。
※ 貸付期間、担保の有無などに応じて異なる利率が適用されます。
※ 働き方改革推進支援資金（企業活力強化貸付）の詳細は、以下のＵＲＬをご覧ください。

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/hatarakikata_m.html

５ 公共調達における加点評価

公共調達のうち、価格以外の要素を評価する調達（総合評価落札方式・企画
競争方式）を行う場合は、契約内容に応じて、ユースエール認定企業を加点
評価するよう、国が定める「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の
活用に関する取組指針」において示されています。

※ 加点評価の詳細は、公共調達を行う行政機関によって定められています。

ユースエール認定企業になると、以下の支援を受けることができるようになり、
企業のイメージアップや優秀な人材の確保などが期待されます。

Ｑ「ユースエール認定企業」として認定を受けると、どんなメリットがありますか？

ご存じですか？

｢ユースエール認定制度｣

＜認定マーク＞

Ｑ 認定企業になるには、どうすればよいですか？

認定企業となるためには、各都道府県労働局へ申請が必要です。残業時間が２０時間未満であ
ること、有休消化率が高いこと、育児休業取得実績があること等の認定基準を満たす必要があ
ります。詳細は、労働局またはハローワークへお問い合わせください。

Ａ

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/hatarakikata_m.html

